
既存高圧ガス設備の耐震基準への適合状況に関する調査結果（愛知県） 

 
１ 調査対象 

 以下の愛知県内の第一種製造者（移動式製造設備のみの事業所は除く）、第一種貯蔵所、第

二種貯蔵所、７６９事業場 
 
２ 調査日時 
  平成２３年８月１７日付け愛知県防災局消防保安課長名で調査依頼 
  回答期限 平成２３年８月３１日（水） 
 
３ 調査方法 
  依頼文及び調査票は別紙のとおり。 
 
４ 調査結果 
（１）回答数 

 ７６９事業場のうち５７８事業場が耐震設計構造物があるとの回答があった。 
 
（２）調査結果 

 回答事業所の設備の耐震基準適合状況は表２のとおりとなった。既存施設のうち塔類でレベル

１未確認の施設はほとんどが、コンビ則事業場、貯槽でレベル１未確認の施設は多くが、液石則事

業場であり、これらの事業所は設備の設置が S57 年以前のものが多くそのまま使用しているためこ

のような結果となっている。 
 
表２ 回答事業所の耐震設計構造物の耐震基準適合状況 

（※）平底円筒形貯槽 12 3 9 3 3 0 3 3 0 0 0

（※）平底円筒形貯槽 12 0 12 3 0 3 3 3 0 0 0

区　　分
既　存　設　備 新　設　設　備

レベル１
対象数

レベル１
適合数

レベル１
未確認数

レベル２
対象数

レベル２
未確認数

レベル１
適合数

レベル２
対象数

レベル２
適合数

レベル２
適合数

レベル２
未確認数

レベル１
対象数

①
塔
類

本体及び支持構造物 75
4

(42)

71 2 2 0 234 234 35 34 1
(45)

基礎 68
4

64 2 2 0 114 114 35 34 1

②
貯
槽

本体及び支持構造物 228
47

152 138 15 123 732 722 196 113 77
(78)

基礎 220
44

149 137 15
(71)

122 720 712 191 110 75

③
配
管

配管及び支持構造物 257 18 239 11 1 10 402 397 31 22 5

基礎 216 18 198 22121

合　　計 1,064 135 873

11 1 10 126

162

3

301 36 2,328 2,300265 517 335

29
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耐震設計構造物の非定常時の保安の確保に関する調査結果 

 
１ 調査対象 

 以下の愛知県内の第一種製造者（移動式製造設備のみの事業所は除く）、第一種貯蔵所、第

二種貯蔵所、７５６事業場 
 
２ 調査日時 
  平成２３年８月１７日付け愛知県防災局消防保安課長名で調査依頼 
  回答期限 平成２３年８月３１日（水） 
 
３ 調査方法 
  依頼文及び調査票は別紙のとおり。 
 
４ 調査結果 
（１）回答率 

 ７５６事業場のうち５５８事業場（回答率７３．８％）から回答があった。 
表１に適用規則別に回答数を示す。一般則、液石則両方の適用を受ける事業場については、Ｌ

Ｐ貯槽の開放検査時に非定常時が発生する可能性が高いことを考慮して液石則事業場として整

理した。（以下、本報告において同じ） 
  表 1 アンケート回収結果 

適用規則 発送事業所数 回答数 回答率（％） 
コンビ則 13 13 100.0% 
一般則 551 385 69.9% 
液石則 192 160 83.3% 
合計 756 558 73.8% 

 
 
（２）Q1、Q2 について 
     
 

 
 
 

表２に回答のあった事業所について適用規則別に Q1、Q2の集計結果を示す。一般則適用

の事業所では、開放検査を要する塔槽類を有する事業場が、限られるため、「ある」と回答した

事業所は非常に少なくなっている。一方で液石則事業所では「ある」が多数を占めるのは、ほと

んどがＬＰの貯槽を設置しているため、１０年（H１７年以前は 5 年）以内に行う開放検査におけ

るガス置換で水を用いる事業所が多いためと思われる。 
 

（Q1）貴事業所に、これまで非定常時が発生した耐震設計構造物、又は今後非定常時が発生

する見込の耐震設計構造物はありますか 

（Q2）その耐震設計構造物は何基ありますか 



   表２ 非定常時が発生する事業所（貯槽等）の数 
Ａ ある Ｂ ない 

適用規則 
事業所数 基数 事業所数 

コンビ則 7 224 6 
一般則 11 28 374 
液石則 129 59 31 
合計 147 311 411 

  
（３）Ｑ３からＱ５について 

Ｑ２以降については非定常時の発生する貯槽等の数及びその対応についての質問で、以下

のような流れになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非定常時の耐震性能確認状況（Q3）及び今後の対応（Q４、Q5）の集計結果を規則別に表３～

表５に示す。耐震性能が NG の設備（Q3 で B と回答）について水等を満たすと回答した事業所

はなかった。耐震性能が確認されていない設備（Q3 で C と回答）について水を満たすと回答して

いる設備が合計 51 あったが、これらについては、今後、耐震性能を確認に OK であれば、水等を

満たすことができるが、そうでない場合は、水等を満たす場合は、その期間を最小限にとどめ、仮

に貯槽等が倒壊しても、周辺の配管等の破損による毒性・可燃性ガスの漏えいが発生しないよう

な措置が必要となる。特に貯槽が 2 基以上あり、１基の貯槽の開放検査中、他の貯槽を含む設備

により操業を続ける事業所については、配管の配置等から対応が難しい事業所も多いと思われる

ので、特に注意を要する。 

（Ｑ３）それらの耐震設計構造物について、通常の運転状態よりも比重の大きい水等の液体

又は不活性ガス（以下「水等」という。）を満たした状態でも、耐震性能を有することを

確認しましたか？ 

（Ｑ４）Ｑ３の質問における回答が

「Ａ」であった耐震設計構

造物について、今後も開

放 検査時などに通常の

運転状態よりも比重の大

きい水等を満たします

か？ 

（Ｑ５）Ｑ３の質問における回答が「Ｂ」または「Ｃ」の耐

震設計構造物については、平成２３年５月２６

日付け平成 23･05･10 原院第４号「耐震設計構

造物の保安の確保 について(要請)」におい

て、「当該耐震性能を有していないと判断され

るときは、以下に掲げる要件を満たした上で、

水等を満たすこと」とされていますが今後も開

放検査時などに通常の運転状態よりも比重の

大きい水等を満たしますか？ 

Ａ：確認しＯＫ Ｂ：確認しＮＧ Ｃ：未確認 



表３ コンビ則事業所の耐震性能確認状況及び今後の対応 
今後の対応（Q４,Q5）  

A：水等を満たす B：水等を満たさない C：その他 計 
A：OK 4 8 0 12 

B：NG 0 11 1※ 12 

非定常

時の耐

震性能

（Q3） C：未確認 1 17 107※ 125 
※ 水圧検査の必要性が生じた場合水による耐震性能を有することが確認できた場合、満たす

予定 
 
表４ 一般則事業所の耐震性能確認状況及び今後の対応 

今後の対応（Q４,Q5）  
A：水等を満たす B：水等を満たさない C：その他 計 

A：OK 3 0 0 3 

B：NG 0 1 0 1 

非定常

時の耐

震性能

（Q3） C：未確認 20 0 4 24 
 

表５ 液石則事業所の耐震性能確認状況及び今後の対応 
今後の対応（Q４,Q5）  

A：水等を満たす B：水等を満たさない C：その他 計 
A：OK 59 45 3 107 

B：NG  0 6  0 6 

非定常

時の耐

震性能

（Q3） C：未確認 30 45 36※ 111 
 ※ 検討中など未定の事業所がほとんど 
 
 




